【令和６年度】農振の除外を希望される方へ
１．対象
農業振興地域の農用地区域内の農地は、原則として農地転用が認められませんが、やむを得ず住宅、資材置場など、他の目的に利用しようとする場合には、事前に農用地区域内からの除外申出手続きが必要となります。

除外決定後、早期に事業着手できる具体的な計画がある方に限ります。
○農用地区域からの除外要件
　「具体的な転用計画のある必要最小限の規模」であって、下記の（１）～（６）までの要件をすべて満たす必要があります。また、他法令の許可が必要な場合、それらの許可の見込みがある場合に限ります。（農地転用、開発行為等）
【１号要件】
変更に係る土地を農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当であって、農用地以外に代替すべき土地がないこと。
・除外予定地が、除外理由である事業の目的からみて必要最小限の面積であるか。（規模妥当性）
・除外後、直ちに農用地以外等に利用する緊急性があるか。
・農用地区域外の土地（自己所有地以外の土地も含む）について選定検討し、選定できない明確な理由があるか。（代替性）
【２号要件】
地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
【３号要件】
農用地の集団化、農作業の効率化その他土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
・農用地を細断することのない農用地区域の周辺部または集落介在か。（非４面農用地）
・効率的な農作業を行うために必要な農地の連担性に影響はないか。

・日照、通風及び雨水、汚水等の放流により農業への影響はないか。

【４号要件】
農用地区域内における効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
・認定農業者等の農地の利用集積に支障を及ぼすものではないか。

・認定農業者等の効率的、安定的な農業経営に影響がないか。

【５号要件】
農用地等の保全又は利用上必要な施設の機能に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
・ため池、防風林、かんがい排水施設、農道等の機能に支障を及ぼすおそれがないか。
【６号要件】
土地改良事業が完了した年度の翌年度から起算して８年経過した土地であること。
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　≪裏面へ続く≫
２．受付期間
　　年３回（５月･９月･１月）の受付期間内に申出書類を提出してください。
	市協議会開催月
	受付期間

	令和６年６月
	令和６年５月１日(水)～令和６年５月31日(金)

	令和６年10月
	令和６年９月２日(月)～令和６年９月30日(月)

	令和７年２月
	令和７年１月６日(月)～令和７年１月31日(金)


※申出書等の様式は、市ＨＰからダウンロードできます。
３．申出書への添付書類

別紙のとおり
４．注意事項

（１）除外の要件にある通り、農地転用等の他法令の許可の見込みがあることが前提となります。事業計画を立てる際は、事前に各担当部署にも相談してください。
（２）申出書の提出後に、市の担当職員等が現地確認を行います。土地の一部分を除外する（分筆等を伴う）場合は申出地が特定できるように、現地に杭やリボン等の目印となるものを設置してください。
（３）申出のあった農地の除外については、茨城県知事の同意が必要となるため、関係機関との協議等を含め相応の期間（半年程度）を要します。また、計画の変更について異議申出があった場合には、さらに時間を要することになります。なお、申出書を提出されても、必ず除外されるとは限りませんのでご留意ください。
５．お問合せ先

〒311-1592 茨城県鉾田市鉾田1444番地1
鉾田市 農業振興課 農政企画係 電話 0291-36-7651（直通）
